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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　軸線方向で互いに対向して配置された一対のカム部材を有しかつそれらのカム部材の間
にこれらカム部材を互いに反対方向に回転するようにトルク差が生じた場合にそのトルク
差に応じた軸線方向への推力を発生するカム機構と、磁気吸着力によって吸着することに
より発生する摩擦力で前記トルク差を生じさせる吸引部材とを備え、いずれか一方の前記
カム部材を前記吸引部材側に押圧する推力によって前記トルク差を増大させて前記カム部
材を前記吸引部材側に押圧する係合力を増大させるように構成された電磁係合装置におい
て、
　前記吸引部によって吸着されて前記摩擦力を発生させる被吸引部を備えるとともに、
　その被吸引部が、いずれかの一方の前記カム部に、当該一方のカム部材と一体となって
回転しかつ軸線方向に相対移動可能に取り付けられ、
　前記被吸引部を磁気吸引力に抗して前記吸引部から離れる方向に弾性力を作用させる第
１リターンスプリングと、前記一方のカム部材を前記推力に抗して前記吸引部から離れる
方向に弾性力を作用させる第２リターンスプリングとを更に備え、
　前記第２リターンスプリングの弾性力は、前記第１リターンスプリングの弾性力よりも
大きい
ことを特徴とする電磁係合装置。
【請求項２】
　前記一方のカム部材が係合するまでは電磁コイルに通電する電流を制御してトルク制御



(2) JP 5785002 B2 2015.9.24

10

20

30

40

50

し、当該一方のカム部材が係合したときは前記カム機構がセルフロックするようにカム角
度と、カム摩擦係数と、転動体配置径との少なくともいずれかの値が設定されている
ことを特徴とする請求項１に記載の電磁係合装置。
【請求項３】
　前記被吸引部は、前記一方のカム部材と前記吸引部との間に配置され、前記推力により
前記一方のカム部材が前記吸引部との間に前記被吸引部を挟みつけるように構成されてい
る
ことを特徴とする請求項１または２に記載の電磁係合装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電磁気力による吸引力と差回転による推力を発生させて係合する電磁係合装
置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、車両の動力伝達系において、エンジンとマニュアルトランスミッションとの間に
、エンジンの回転と動力を断続するクラッチ装置が設けられている。このクラッチ装置に
は各種の形式があり、例えば、かみ合い式、摩擦式、流体式、電磁式などのクラッチ装置
が知られている。このなかの電磁式クラッチ装置は、電磁気力を利用して動力を断続する
装置である。この電磁式クラッチ装置には、トルクを伝達する構造により、圧着式、かみ
合い式、鉄粉を媒体とする空隙式などがある。
【０００３】
　例えば、特許文献１には、電磁力によって磁気吸引されるアーマチュアを分割し、それ
ぞれのアーマチュアに制動ばねを設けた電磁ブレーキが記載されている。また、最初に磁
気吸引されるアーマチュアを付勢する制動ばねのばね力は、他方の制動ばねのばね力より
も小さいことが特許文献１に記載されている。
【０００４】
　また、特許文献２には、２層に分割して積層されたアーマチェアを有し、アーマチェア
に付勢する押圧ばねと、アーマチェアの層間に緩衝部材を配置した電磁クラッチが記載さ
れている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】実開平５－６２７４７号公報
【特許文献２】特開平１１－５１０８９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、特許文献１あるいは２に記載された構成では、内外周の二つのアーマチ
ュアを設け、それぞれのアーマチュアに対してリターンスプリングを配置するとともに、
それぞれのアーマチュアを電磁力によって吸引するようになっている。したがって、特許
文献１に記載された構成では、クラッチを解放させるための電磁力は上記のリターンスプ
リングの弾性力以上である必要があり、クラッチを解放するためには大きい電流を流すこ
とになるので、エネルギ効率を向上させる点で改善する余地があった。
【０００７】
　この発明は、上記の技術的課題に着目してなされたものであって、係合状態もしくは解
放状態を設定するために要する電磁気力を低減してエネルギ効率を向上させることのでき
る電磁係合装置を提供することを目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
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　上記目的を達成するために、本発明は、軸線方向で互いに対向して配置された一対のカ
ム部材を有しかつそれらのカム部材の間にこれらカム部材を互いに反対方向に回転するよ
うにトルク差が生じた場合にそのトルク差に応じた軸線方向への推力を発生するカム機構
と、磁気吸着力によって吸着することにより発生する摩擦力で前記トルク差を生じさせる
吸引部材とを備え、いずれか一方の前記カム部材を前記吸引部材側に押圧する推力によっ
て前記トルク差を増大させて前記カム部材を前記吸引部材側に押圧する係合力を増大させ
るように構成された電磁係合装置において、前記吸引部によって吸着されて前記摩擦力を
発生させる被吸引部を備えるとともに、その被吸引部が、いずれかの一方の前記カム部に
、当該一方のカム部材と一体となって回転しかつ軸線方向に相対移動可能に取り付けられ
、前記被吸引部を磁気吸引力に抗して前記吸引部から離れる方向に弾性力を作用させる第
１リターンスプリングと、前記一方のカム部材を前記推力に抗して前記吸引部から離れる
方向に弾性力を作用させる第２リターンスプリングとを更に備え、前記第２リターンスプ
リングの弾性力は、前記第１リターンスプリングの弾性力よりも大きいことを特徴とする
電磁係合装置である。
【００１０】
　また、本発明は、前記一方のカム部材が係合するまでは電磁コイルに通電する電流を制
御してトルク制御し、当該一方のカム部材が係合したときは前記カム機構がセルフロック
するようにカム角度と、カム摩擦係数と、転動体配置径との少なくともいずれかの値を設
定されていることを特徴とする電磁係合装置である。
【００１１】
　また、本発明は、前記被吸引部は、前記一方のカム部材と前記吸引部との間に配置され
、前記推力により前記一方のカム部材が前記吸引部との間に前記被吸引部を挟みつけるよ
うに構成されていることを特徴とする電磁係合装置である。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、電磁係合装置の構造を簡素にすることができ、被吸引部と可動カム部
とに異なるリターンスプリングによる弾性力を付勢させているので、電流低減により容易
に解放可能になる。また、被吸引部を吸引させる磁気吸引力は、第１リターンスプリング
の弾性力にのみ打ち勝てばよいので、吸引時の消費電力を低減させることができる。さら
に、通電電流量の制御によってトルク容量の制御が可能になる。また、第２リターンスプ
リングの弾性力によって可動カム部を離隔させることができ、可動カム部に押圧力を残す
ことができる。
【００１３】
　また、本発明によれば、リターンスプリングの弾性力を大小異なるように設定すればよ
く、電磁係合装置の構造を簡素にすることができる。相対的に第１リターンスプリングの
弾性力が小さいので、吸引時の消費電力をさらに低減させることができ、係合初期の過大
トルクの発生を抑制することができる。相対的に第２リターンスプリングの弾性力が大き
いので、さらに容易に電流低減により解放が可能となる。また、摩擦面の衝撃的な荷重を
低減させることができ、これによって電磁係合装置の耐久性を向上させ、摩擦面の摩擦係
数の維持を可能にさせることができる。さらに、角加速度入力による可動カム部材のスト
ロークを防止でき、リスクを低減させることができる。被吸引部を従来に比べて軽量に設
計し構成に含めることが可能となる。被吸引部への振動入力によって、被吸引部がヨーク
側へストロークした場合であっても、第２リターンスプリングの大きい弾性力によって可
動カム部はストロークしないので、被吸引部が衝突してもトルク容量は一瞬に留められる
。
【００１４】
　また、本発明によれば、電磁係合装置がセルフロックすることで、電流に依存しない係
合状態を保つことができ、消費電力を低減されることができる。また、セルフロックの構
成でありながら、電流によるトルク容量の制御が可能な領域を有しているので、電流制御
によって動作制御が可能である。
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【００１５】
　また、本発明によれば、係合部材と被吸引部とが摩擦係合している係合状態と、第１可
動カム部被吸引部を介して係合部材と係合している係合状態と、異なるふたつの係合状態
によって、係合と解放ができる。また、係合初期時の衝撃を低減でき、トルク容量の制御
も容易になる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の一実施形態における電磁係合装置の解放状態を模式的に示した断面図で
ある。
【図２】一実施形態における電磁係合装置の第１係合状態を模式的に示した断面図である
。
【図３】一実施形態における電磁係合装置の第２係合状態を模式的に示した断面図である
。
【図４】カム機構におけるカム面を径方向から見た状態を示す断面図である。
【図５】（ａ）は、非セルフロック構造における電流とトルク容量との関係を示した図で
ある。（ｂ）は、セルフロック構造における電流とトルク容量との関係を示した図である
。
【図６】本発明に係る電磁係合装置を備えたハイブリッド駆動装置の一例を模式的に示し
たスケルトン図である。
【図７】本発明に係る電磁係合装置を備えたハイブリッド駆動装置の一例を模式的に示し
たスケルトン図である。
【図８】本発明に係る電磁係合装置を備えたハイブリッド駆動装置の一例を模式的に示し
たスケルトン図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、図面を参照して、本発明に係る一実施形態における電磁係合装置について説明す
る。
【００１８】
　図１は、本実施形態における電磁係合装置１の解放状態の断面図を模式的に示した図で
ある。図１に示す電磁係合装置１は、電磁気力による磁気吸引力を発生するアクチュエー
タ２と、一対のカム部材の間に相反する方向にトルクが作用することすなわちトルク差が
生じることにより軸線方向の推力を発生させるカム機構３と、このアクチュエータ２とカ
ム機構３との間に設けられカム機構３に弾性力を付勢するリターンスプリング４とを備え
ている。
【００１９】
　アクチュエータ２は、通電されると磁束を発生する電磁コイル６と、その電磁コイル６
を備えているヨーク７とを有している。ヨーク７は、磁気吸引力によってカム機構３の一
部を構成するアーマチュア８を吸引し、接触して摩擦力を発生するものである。このヨー
ク７は、回転軸５の外周側に配置され、図示しないミッションケーシングなどの固定部材
に固定されており、全体として環状を成し、かつ周辺部分の断面が軸線方向に開いたコ字
状に形成されている。電磁コイル６は、ヨーク７に形成されたコ字状の内部に嵌め込まれ
た状態になっている。またヨーク７は、アーマチュア８と対向して配置され、このアーマ
チュア８と摩擦係合する摩擦面７ａが形成されている。このヨーク７の摩擦面７ａは、リ
ング状もしくは方形枠状に形成されている。さらにヨーク７は、強磁性体の磁気特性と、
衝撃や摩擦に対する強度や耐久性などを向上させて構成されている。
【００２０】
　カム機構３は、回転軸５に一体化されている第１カム部材である回転板１０と、回転板
１０と同軸上に配置され回転軸５に対して回転し軸線方向にも移動可能な第２カム部材と
、回転板１０と第２カム部材との間に挟み込まれた転動体である球体状のカムボール１１
とによって構成されている。第２カム部材は、軸線方向に相対移動が可能な二つの部材に
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分割されており、回転板１０に対向して配置されカムボール１１を挟み込んでいる第１可
動カム部材である可動カム部９と、ヨーク７に対向して配置され磁気吸引力によって吸引
される第２可動カム部材であるアーマチュア８とによって構成されている。したがって、
カム機構３は回転軸５とともに回転する。
【００２１】
　このカム機構３は、回転軸５の外周側に配置され、軸線方向において、第２カム部材で
あるアーマチュア８及び可動カム部９が、第１カム部材である回転板１０とアクチュエー
タ２を構成するヨーク７との間に配置されている。また、軸線方向においてアーマチュア
８がヨーク７と可動カム部９との間に配置されている。さらに、可動カム部９の一部もヨ
ーク７と対向して配置されている。
【００２２】
　アーマチュア８は、回転部材であって、通電された電磁コイル６が磁束を発生している
ときに磁化され、ヨーク７側へ磁気吸引されて、ヨーク７に接触すると磁気吸着されヨー
ク７と摩擦係合する部材である。このアーマチュア８は、図１に例示するように、断面が
平板形状を形成する平板部がヨーク７と可動カム部９との間に配置され、内周側の部分が
可動カム部９と軸線方向に相対移動可能に連結されている。例えば、このアーマチュア８
の内周側の部分には、可動カム部９とスプライン嵌合する連結部が設けられている。換言
すれば、この連結部における軸線方向の一部から径方向すなわち外周側方向に平板部が伸
びて配置されている。アーマチュア８とヨーク７との間には第１リターンスプリングが配
置され、この連結部付近の径方向におけるヨーク７と対向する箇所へ第１リターンスプリ
ング４ａの弾性力が付勢されるように構成されている。また、この平板部は、ヨーク７と
対向する面にはヨーク７と摩擦係合して摩擦力を発生させる摩擦面８ａが形成され、一方
で可動カム部９と対向する面には可動カム部９と接触し押圧される押圧面８ｂが形成され
ている。また、アーマチュア８は、強磁性体の磁気特性を有する磁性材料によって構成さ
れている。
【００２３】
　可動カム部９は、回転板１０との間で差回転が生じるようにトルクが作用することによ
り、そのトルクに基づく軸線方向の推力によって、軸線方向に移動をする部材であって、
アーマチュア８を押圧しアーマチュア８を挟み込んでヨーク７と係合する部材である。こ
の可動カム部９は、環状の回転部材であって、図１に例示するように、断面が略コ字状で
ある。また可動カム部９は、軸線方向にアーマチュア８と相対移動が可能に連結されてい
る。例えば、可動カム部９の内周側に設けられた軸線方向の突部には、この突部の内周側
にボス部が形成され、このボス部にアーマチュア８をスプライン嵌合させ、この突部とヨ
ーク７とが対向する箇所に第２リターンスプリング４ｂの弾性力が付勢されるように構成
されている。また、可動カム部９の外周側に設けられた軸線方向の突部には、アーマチュ
ア８と対向する面であって、アーマチュア８と接触する場合にはアーマチュア８をヨーク
７側へ押圧する押圧面９ｂが形成されている。さらに、可動カム部９と回転板１０と対向
する面には後述にて詳細に説明するカム面９ａが形成され、回転板１０と挟み込んでカム
ボール１１を保持している。なお、可動カム部９は、磁気吸引力によって吸引されること
はなく、アクチュエータ２によってヨーク７側へ移動されない。
【００２４】
　また、カムボール１１を介する可動カム部９と回転板１０との対向する面には、カムボ
ールを保持する溝部としてカム面９ａ，１０ａがそれぞれ形成されている。このカム面９
ａ，１０ａは、図４に例示するように、径方向から見ると面がＶ字状に傾斜させられてい
る。カム機構３は、回転軸５からの入力側の回転板１０と、摩擦力を発生させるアーマチ
ュア８と、アーマチュア８からの入力側の可動カム部９と、カムボール１１とを含む構成
であって、生じたトルク差によってトルクカム反力を発生させ、このトルクカム反力によ
る押圧する推力を発生するものである。また、カム機構３が発生した推力は、カム機構３
の構成部材同士を一体化させる係合力となり、この係合力によって自縛的にロック状態を
形成するセルフロック機能の有無を設定することができる。例えば、カム面の摩擦係数、
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カムボール１１の配置径、回転板１０における摩擦面の有効半径、各カム部材におけるカ
ム面９ａ，１０ａの各カム角度θなどのパラメータがある。なお、図４にはカム作用力Ｆ
を図示した。このカム機構３は、これらパラメータが所定値に設定され、ロック成立条件
に設定されれば自縛的にロック状態を形成するセルフロック機能を有し、他方でロック非
成立条件に設定されれば自縛的にロック状態を形成しない非セルフロック機能を有する。
【００２５】
　リターンスプリング４は、アーマチュア８および可動カム部９のそれぞれの一部がヨー
ク７に対向している箇所の間に配置されている。したがって、リターンスプリング４は二
重に設けられている。このリターンスプリング４には、アーマチュア８とヨーク７との間
に配置されアーマチュア８へヨーク７から離れる方向に弾性力を付勢する第１リターンス
プリング４ａと、可動カム部９とヨーク７との間に配置され可動カム部９へヨーク７から
離れる方向に弾性力を付勢する第２リターンスプリング４ｂとが含まれる。図１に例示す
るように、解放状態では、アーマチュア８とヨーク７とが離隔し、かつ可動カム部９とヨ
ーク７とが離隔している。また、リターンスプリング４は、ヨーク７または第２カム部材
のどちらか一方に取り付けられた図示しないスラストベアリングを介して設けられている
。さらに、各リターンスプリング４ａ，４ｂの弾性力は大小異なるように設定されている
。本実施形態における電磁係合装置１では、第１リターンスプリング４ａの弾性力は、第
２リターンスプリング４ｂの弾性力よりも小さく設定されている。
【００２６】
　次に、電磁係合装置１の係合動作および解放動作について説明する。アクチュエータ２
の電磁コイル６へ通電されていない状態では、アーマチュア８へ第１リターンスプリング
４ａにより付勢される弾性力、および可動カム部９へ第２リターンスプリング４ｂにより
付勢される弾性力によって、アーマチュア８および可動カム部９がヨーク７と離隔してい
る。この解放状態は、図１に例示するように、アーマチュア８とヨーク７とが非接触の状
態であり、かつアーマチュア８の押圧面８ｂと可動カム９の押圧面９ｂとが接触している
状態である。この解放状態において電磁コイル６に電流を流すと、電磁コイル６は磁束を
発生し、電磁気力によって磁化されたアーマチュア８は、ヨーク７側に磁気吸引される力
を受ける。このアーマチュア８は、ヨーク７側に吸引される磁気吸引力が、第１リターン
スプリング４ａがヨーク７側から離れる方向に付勢する弾性力に打ち勝った場合、この弾
性力に抗してヨーク７側へ軸線方向に移動する。
【００２７】
　この磁気吸引されヨーク７側へ移動してきたアーマチュア８は、ヨーク７と接触して摩
擦係合し、摩擦力を生じ摩擦トルクを発生する。この係合状態は、図２に例示する通りで
あり、アーマチュア８とヨーク７とが摩擦係合しているが、可動カム部９とヨーク７とが
係合していない状態を表す。この係合状態を、第１係合状態とする。この第１係合状態に
おけるアーマチュア８は、アクチュエータ２の磁気吸着力によってヨーク７と摩擦係合し
ている。したがって、電磁コイル６が通電され、この磁気吸着力が第１リターンスプリン
グ４ａの弾性力に打ち勝っている間は第１係合状態が維持され、この弾性力が磁気吸着力
に打ち勝った場合は第１係合状態が解除され解放状態に遷移する。また、第１係合状態の
係合初期である接触時、瞬時にヨーク７がアーマチュア８の回転を停止させる係合状態に
はならず、アーマチュア８はヨーク７に相対回転し摺動する。なお、本実施形態における
電磁係合装置１は、ヨーク７と回転中のアーマチュア８とが相対回転し摩擦係合している
間、アーマチュア８の摩擦面８ａとヨーク７の摩擦面７ａとの摩擦により摩擦力が生じ、
この摩擦力に起因して摩擦トルクが発生する。
【００２８】
　この摩擦トルクは、アーマチュア８に制動力を付与するものであって、回転軸５に制動
力を付与するブレーキトルクである。この第１係合状態における摩擦トルクをブレーキト
ルクＴｂ１とする。ブレーキトルクＴｂ１は、磁気吸着力をＦｍ、摩擦面の摩擦係数をμ
、摩擦半径をｒとすると、「Ｔｂ１＝μ・ｒ・Ｆｍ」の関係で表される。したがって、電
磁コイル６に通電される電流量を増加させると磁気吸引力Ｆｍが増加され、ブレーキトル
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クＴｂ１のトルク容量を増加させることになる。この関係は図５に例示するように、第１
係合状態において、通電電流の増加に伴いブレーキトルクＴｂ１のトルク容量は比例して
増加する。
【００２９】
　また、第１係合状態において、ブレーキトルクＴｂ１である摩擦トルクが発生すると、
この摩擦トルクに起因する差回転によってカム機構３が作動する。この差回転は、第１カ
ム部材と第２カム部材とを反対方向に回転させるようにトルク差が生じた場合に発生する
。したがって、生じたトルク差に応じて軸線方向への推力が発生する。カム機構３の作動
時は、第１カム部材である回転板１０と、第２カム部材であるアーマチュア８および可動
カム部９とが差回転しトルクカム反力を発生する。具体的には、差回転によりカムボール
１１がカム面９ａ，１０ａに乗り上げて、可動カム部９および回転板１０を押圧し離隔さ
せる方向にトルクカム反力を生じる。可動カム部９においてトルクカム反力が第２リター
ンスプリング４ｂから付勢されている弾性力に打ち勝った場合、この弾性力に抗して可動
カム部９がヨーク７側へ軸線方向に移動する。また、アーマチュア８とヨーク７との摩擦
力が増大し差回転が大きくなると、アーマチュア８からの摩擦トルクは可動カム部９によ
って入力され、トルクカム反力を増大させることになる。したがって、トルクカム反力は
、カム機構３における差回転によって発生するもの、すなわち摩擦係合により生じた摩擦
力に起因する摩擦トルクによって発生するものである。このトルクカム反力は、第１係合
状態から図３に例示する第２係合状態へ遷移する間は、可動カム部を軸線方向に移動させ
る推力として作用するものである。
【００３０】
　このトルクカム反力を受けて可動カム部９はヨーク７側へ軸線方向に移動させられ、ヨ
ーク７と摩擦係合しているアーマチュア８と接触する。しがたって、離隔していたアーマ
チュア８の押圧面８ｂと可動カム部９の押圧面９ｂとが接触する。この状態は図３に例示
するように、ヨーク７とアーマチュア８との摩擦面７ａ，８ａが接触し、かつアーマチュ
ア８と可動カム部９との押圧面８ｂ，９ｂが接触している状態である。この状態を第２係
合状態とする。この第２係合状態では、アーマチュア８とヨーク７とが摩擦係合し、かつ
トルクカム反力を受ける可動カム部９がアーマチュア８を介してヨーク７を押圧して係合
している状態である。したがって、この可動カム部９はトルクカム反力によってヨーク７
およびアーマチュア８を押圧し係合しており、このトルクカム反力が、第２リターンスプ
リング４ｂの弾性力と第１リターンスプリング４ａの弾性力から磁気吸着力を減じた力と
の合力に打ち勝っている間は第２係合状態が維持される。また、この合力または第２リタ
ーンスプリング４ｂの弾性力が、このトルクカム反力に打ち勝った場合、第２係合状態は
解除され、第１係合状態または解放状態に遷移する。
【００３１】
　例えば、第２係合状態の係合初期時、電磁コイル６が通電され発生している磁束による
電磁吸着力によってアーマチュア８がヨーク７に摩擦係合されており、可動カム部９は、
アーマチュア８を介して第１リターンスプリング４ａの弾性力から磁気吸着力を減じた力
を付与されない。したがって、可動カム部９は、トルクカム反力が第２リターンスプリン
グ４ｂの弾性力に打ち勝っている間は、第２係合状態は維持される。一方、電磁コイル６
に通電していた電流を停止しアーマチュア８を吸着していた電磁吸着力はなくなった場合
、可動カム部９はアーマチュア８を介して第１リターンスプリング４ａの弾性力をヨーク
７側から離れる方向に付勢される。この場合、トルクカム反力がリターンスプリング４の
弾性力の合力に打ち勝っている間は、可動カム部９がアーマチュア８を介してヨーク７を
押圧し続け第２係合状態は維持される。なお、電磁コイルに通電していた電流を停止した
場合、即時または緩やかに磁気吸着力が失われるか否かは、ヨーク７およびアーマチュア
８を構成する強磁性体材料の磁気特性に起因するものである。
【００３２】
　また、第２係合状態の係合初期である接触時、瞬時にヨーク７が可動カム部９の回転を
停止させる係合状態にはならず、アーマチュア８はヨーク７に相対回転し摺動する。この
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係合初期に限らず、ヨーク７と回転中のアーマチュア８が摩擦係合している間、アーマチ
ュア８の摩擦面８ａとヨーク７の摩擦面７ａとによって摩擦力が生じ、この摩擦力に起因
して摩擦トルクが発生している。
【００３３】
　この摩擦トルクは、アーマチュア８に制動力を付与するものであって、回転軸５に制動
力を付与するブレーキトルクである。この第２係合状態における摩擦トルクとブレーキト
ルクＴｂ２とする。ブレーキトルクＴｂ２は、磁気吸着力をＦｍ、摩擦面の摩擦係数をμ
、摩擦半径をｒとすると、「Ｔｂ２＝μ・ｒ・（Ｆｍ＋Ｆｃ）」の関係で表される。した
がって、第２係合状態の係合初期における磁気吸引力Ｆｍとトルクカム反力Ｆｃとの合計
の力と比較して、係合力（Ｆｍ＋Ｆｃ）が増加されると、ブレーキトルクＴｂ２のトルク
容量を増加させることになる。したがって、磁気吸着力Ｆｍが減少した場合であっても、
トルクカム反力が増大し、相対的に係合力が増大されれば、トルク容量は増大されること
になる。このトルクカム反力は、第２係合状態を維持している間は、第２カム部材をヨー
ク７に係合させる係合力として作用するものである。また、第２係合状態におけるトルク
カム反力は、摩擦トルクが増大することに伴って増大するものである。
【００３４】
　ここで、カム機構３のパラメータが、ロック非成立条件に設定された場合と、ロック成
立条件に設定された場合との係合状態について説明する。このロック非成立条件に設定さ
れた場合、電磁係合装置１は、自縛的なロック状態に形成させない非セルフロック機能を
有する。一方、ロック成立条件に設定された場合、電磁係合装置１は、自縛的なロック状
態に形成させるセルフロック機能を有する。
【００３５】
　電磁係合装置１が非セルフロック機能を有する場合、電磁コイル６に電流を通電し続け
なければ、すなわち磁気吸着力によってアーマチュア８がヨーク７に吸着されていなけれ
ば、第２係合状態を維持することができない。換言すれば、電磁係合装置１は、カム機構
３におけるトルクカム反力が第２リターンスプリング４ｂの弾性力に打ち勝っていれば第
２係合状態を維持でき、第１係合状態と第２係合状態とともにアクチュエータ２における
通電電流によってトルク容量を制御することが可能になる。図５（ａ）は、非セルフロッ
ク構造すなわち電流によるトルク制御可能な構造における電流とトルク容量との関係を示
した図である。図５（ａ）に例示するように、第１係合状態および第２係合状態において
、通電電流の増加に比例してトルク容量は増加される。このトルク容量の増加を示す傾き
は、係合状態における係合力に比例するものであり、第１係合状態における係合力は磁気
吸着力に基づき、第２係合状態における係合力は磁気吸着力およびトルクカム反力に基づ
くものである。したがって、電磁コイルへの通電電流量の増加に伴い磁気吸着力は増加す
るため、第２係合状態における係合力はトルクカム反力が付与されているので、第２係合
状態における傾きが第１係合状態における傾きよりも大きくなる。
【００３６】
　一方、電磁係合装置１がセルフロック機能を有する場合、第２係合状態において、電磁
コイル６に通電されていた電流を停止しても、すなわち磁気吸着力がなくなっても、第２
係合状態を維持することができる。したがって、第２係合状態において、アクチュエータ
２における通電電流によってトルク容量を制御できない。一方で、セルフロック状態にな
れば、ヨーク７によって付与され摩擦力が増大され、この増大された摩擦力による摩擦ト
ルクが増大され、この摩擦トルクによる差回転による入力がされるとトルクカム反力が増
大する循環を繰り返し行う。図５（ｂ）は、セルフロック構造における電流とトルク容量
との関係を示した図である。図５（ｂ）に例示するように、第１係合状態において、通電
電流の増加に比例してトルク容量は増加される。一方、第２係合状態において、通電電流
を増加させてもトルク容量の増加に寄与しない。したがって、セルフロック構造において
、第１係合状態では、アクチュエータ２における通電電流によってトルク制御が可能であ
る。第２係合状態では、セルフロック状態となりトルク循環して自縛的な係合力を増加さ
せるため、通電電流によらずにトルク容量を増大させることができる。また、セルフロッ
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ク機能は、カム機構３の構成部材同士を一体化させる係合力を増大させるものである。
【００３７】
　なお、この電磁係合装置１は、カム機構３における差回転によってトルクカム反力が発
生するものであり、例えば図１に例示する解放状態においても第１カム部材と第２カム部
材とが差回転する場合にはトルクカム反力が発生してしまう。しかしながら、この電磁係
合装置１において、カム機構３が作動することによる意図しないロック状態（誤ロック）
を防止するため、所定のロック成立条件の設定や、第２リターンスプリング４ｂの弾性力
の強化がされている。例えば、セルフロック状態となり誤ロックを起こさないロック成立
条件として、カム角度が適正な角度に設定されていることや、カム面９ａ，１０ａとカム
ボール１１との摩擦力に寄与するカム摩擦係数を適正な所定値に設定することや、カムボ
ール１１の配置径が適正な値になるように配置することなどがある。この所定のロック成
立条件が設定されていることで、カム機構３はセルフロック機能を発揮し、かつ誤ロック
を防止するものである。また、アーマチュア８への振動入力によってアーマチュア８がヨ
ーク７側へ移動させられる場合も考えられる。この場合におけるリスク低減のため、アー
マチュア７は軽量に構成されてもよい。また、可動カム部９が解放状態の位置に維持され
、アーマチュア８のみが振動によってヨーク７と衝突しても、トルク容量は衝突時の一瞬
だけに留めることが可能である。
【００３８】
　また、電磁係合装置１は、係合状態において、リターンスプリングの弾性力が係合力に
打ち勝った場合、係合状態は解除され、解放状態へ移行する。例えば、第１係合状態にお
いて、第１リターンスプリング４ａの弾性力が磁気吸着力に打ち勝った場合、アーマチュ
ア８はヨーク７から離れる方向に移動させられ、第１係合状態が解除され解放状態に移行
する。また、非セルフロック構造のカム機構３における第２係合状態において、電磁コイ
ル６に通電される電流が停止され磁気吸着力がなくなり第２リターンスプリング４ｂの弾
性力が係合力に打ち勝った場合、可動カム部９は第２リターンスプリング４ｂによってヨ
ーク７から離れる方向に移動させられ、第２係合状態が解除され解放状態に移行する。さ
らに、セルフロック構造のカム機構３における第２係合状態において、第１リターンスプ
リング４ａと第２リターンスプリング４ｂとの弾性力の合力がトルクカム反力に打ち勝っ
た場合、アーマチュア８は第１リターンスプリング４ａによって、かつ可動カム部９は第
２リターンスプリング４ｂによって、ヨーク７から離れる方向に移動させられ、第２係合
状態は解除され解放状態に移行する。
【００３９】
　次に、図６を参照して、本発明に係る電磁係合装置を搭載したハイブリッド車両の動作
について説明する。図６は、本実施形態の電磁係合装置１を搭載したハイブリッド車両の
ギヤトレーンの一例を模式的に示したスケルトン図である。ここに示す例は、いわゆる２
モータタイプのハイブリッド駆動装置であって、エンジン４０が出力した動力を動力分割
機構４１によって出力軸４２側の第１モータ・ジェネレータ４３側とに分割するように構
成されている。そのエンジン４０は、ガソリンエンジンやディーゼルエンジンなどの内燃
機構であり、そのクランクシャフトなどの出力要素が動力分割機構４１に連結されている
。動力分割機構４１は、図６に示す例では、シングルピニオン側の遊星歯車機構によって
構成されており、サンギヤ４４とリングギヤ４５とが同心円上に配置され、これらサンギ
ヤ４４およびリングギヤ４５に噛み合っているピニオンギヤがキャリア４６によって自転
かつ公転できるように保持されている。エンジン４０は、そのキャリア４６に連結され、
したがってキャリア４６が入力要素になっている。また、サンギヤ４４には第１モータ・
ジェネレータ４３が連結され、したがってサンギヤ４４が反力要素となっている。さらに
、リングギヤ４５が出力軸４２に連結され、したがってリングギヤ４５が出力要素となっ
ている。
【００４０】
　また、出力軸４２には第２モータ・ジェネレータ４７が変速部４８を介して連結されて
いる。この変速部４８は、第２モータ・ジェネレータ４７のトルクを増大もしくは減少さ
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せて出力軸４２に伝達する変速機構によって構成されており、その変速比は所定の一つの
値に固定されていてもよく、あるいは複数の変速比に切り替えられるように構成されてい
てもよい。
【００４１】
　各モータ・ジェネレータ４３，４７は、例えば永久磁石式の同期電動機によって構成さ
れ、コイルに通電することによりモータとして機能してトルクを出力し、またロータが外
力によって強制的に回転させられることにより発電機として機能し、電力を発生するよう
に構成されている。これらの各モータ・ジェネレータ４３，４７は、図示しないインバー
タを介してバッテリなどの蓄電装置に電気的に接続され、また一方のモータ・ジェネレー
タで発電した電力を他方のモータ・ジェネレータに供給できるように構成されている。そ
して、インバータにはマイクロプロセッサーを主体にして構成された図示しない電子制御
装置が接続され、この電子制御装置によって、各モータ・ジェネレータ４３，４７の回転
数やトルク、発電量などを制御するように構成されている。なお、エンジン４０は、吸入
空気量や燃料供給量、点火時期などが電気的に制御され、それに伴ってトルクや回転数が
電気的に制御されているように構成されている。
【００４２】
　このエンジン４０が出力した動力を出力軸４２側の第１モータ・ジェネレータ４３側に
分割するいわゆる通常のハイブリッドモードでは、第１モータ・ジェネレータ４３が発電
機として機能させられ、発電に伴うトルクがサンギヤ４４にいわゆる反力トルクとして作
用する。これに伴って、出力要素であるリングギヤ４５には、エンジントルクを増幅させ
たトルクが生じる。また、第１モータ・ジェネレータ４３で得られた電力は、第２モータ
・ジェネレータ４７がモータとして機能し、その出力トルクが変速部４８を介して出力軸
４２に伝達される。すなわち、エンジン４０が出力した動力の一部は、動力分割機構４１
を介して出力軸４２に伝達され、かつ他の動力が一旦電力に変換された後、再び機械的な
動力に変換されて出力軸４２に伝達される。
【００４３】
　また、エンジン負荷が次第に小さくなると、サンギヤ４４すなわち第１モータ・ジェネ
レータ４３の回転数を低下させる。これは、エンジン４０の回転数を燃費のよい回転数に
制御することによる。そして、ついにはサンギヤ４４の回転数を０にする走行状態になり
、その場合には、第１モータ・ジェネレータ４３によって反力トルクを生じさせる代わり
に、電磁係合装置１を係合させて電磁係合装置１によりサンギヤ４４を固定する反力トル
クを発生させる。こうすることにより、第１モータ・ジェネレータ４３のトルクを制御す
る必要がなくなり、エネルギ損失を抑制することができる。
【００４４】
　このハイブリッド駆動装置を搭載した車両の車速がさらに増加し、かつエンジン負荷が
相対的に小さい場合、エンジン４０の過回転を防止するなどのために、第１モータ・ジェ
ネレータ４３をモータとして機能させてサンギヤ４４をエンジン４０とは反対方向に回転
させる。この場合、第２モータ・ジェネレータ４７を発電機として機能させてエネルギ回
生を行い、その電力が第１モータ・ジェネレータ４３に供給される。
【００４５】
　また、本発明に係る電磁係合装置１をハイブリッド駆動装置にブレーキとして用いる場
合、図６を参照して説明してきた上述のハイブリッド駆動装置の構成に限定されない。例
えば、図７に示すように構成されたハイブリッド駆動装置に用いることができる。図７に
示す例は、動力分割機構４１を、１組のシングルピニオン型遊星歯車機構と１組のダブル
ピニオン型遊星歯車機構とからなるいわゆる複合型遊星歯車機構によって構成した例であ
る。これは、エンジン４０が連結されているシングルピニオン側遊星歯車機構におけるキ
ャリア４６がダブルピニオン型遊星歯車機構におけるリングギヤ５１に連結され、出力軸
４２に連結されているシングルピニオン型遊星歯車機構におけるリングギヤ４５が、ダブ
ルピニオン型遊星歯車機構におけるキャリア５２に連結されている。そして、このダブル
ピニオン型遊星歯車機構におけるサンギヤ５３が、電磁係合装置１に連結されている。他
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している。
【００４６】
　このように構成されたハイブリッド駆動装置においても、電磁係合装置１を係合させる
ことにより、第１モータ・ジェネレータ４３が受け持つトルクを、電磁係合装置１に受け
持たせて第１モータ・ジェネレータ４３への通電や第１モータ・ジェネレータ４３による
発電を停止させることができる。
【００４７】
　また、図８に示す例は、図７に示すハイブリッド駆動装置の構成要素の配列を、前置き
エンジン前輪駆動車に適するように替えた例である。したがって、図８に図６と同様の参
照符号を付して説明を省略する。なお、図８に示す例では、変速部４８はキャリアを固定
したシングルピニオン型遊星歯車機構５５によって構成されている。また、出力軸４２に
替えてカウンタギヤ対５６が設けられている。このカウンタギヤ対５６を介してフロント
ディファレンシャル５７に動力を出力するように構成されている。
【００４８】
　なお、本発明に係る電磁係合装置は、上述してきた実施形態に限定されるものではなく
、ブレーキ以外にクラッチとして用いられる電磁係合装置を対象としたものであってもよ
く、また上述のハイブリッド駆動装置以外の駆動装置に適用することができる。また、一
の実施形態である電磁係合装置１に限定されず、別実施形態を適用してもよいものである
ことは当然である。
【００４９】
　例えば、上述の実施形態では、ヨーク７が固定部に固定され回転軸５に制動力を付与す
る例について説明したが、ヨーク７が回転軸５の伝達トルクを受け動力伝達系統の他構成
部材にトルク伝達する構成であってもよい。
【００５０】
　なお、通電された電磁コイル６が発生するものを磁束として説明してきたが、これは表
現上のものであって本発明はこれに限定されない。例えば、通電された電磁コイル６が発
生するものは、磁力線や磁界や磁場などと表現するものであってもよい。したがって、上
述の説明における磁束の流れについても、磁気回路や磁路などと表現するものであっても
よい。
【００５１】
　また、上述の実施形態における電磁係合装置１では、第２カム部材が第１可動カム部材
と第２可動カム部材とに分割され、第１可動カム部材を可動カム部９とし、第２可動カム
部材をアクチュエータ８として説明をしてきたが、これは説明のための表現の一例である
。したがって、第２カム部材は一体化している構成部材であって、この第２カム部材を可
動カム部として、この可動カム部にアクチュエータの一部を構成するアーマチュアが軸線
方向に相対移動可能であり一体回転するように連結されているものであってもよい。つま
り、アーマチュアをアクチュエータを構成する一部材と捉えるか若しくはカム機構を構成
する一部材と捉えるかという表現上の相違であって、いずれの表現による構成も本発明に
含まれる。
【符号の説明】
【００５２】
　１…電磁係合装置、　２…アクチュエータ、　３…カム機構、　４…リターンスプリン
グ、　４ａ…第１リターンスプリング、　４ｂ…第２リターンスプリング、　５…電磁コ
イル、　６…ヨーク、　７…第１カム部材、　８…第２カム部材、　９…カムボール、　
１０…アーマチュア、　１１…可動カム部、　１２…回転軸、　４０…エンジン、４１…
遊星歯車機構、　４２…出力軸、　４３，４７…モータ・ジェネレータ。
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